
第１回太宰府市人権センター等整備検討委員会 次第 

 

日時：令和８年９月１８日（金）14 時 00 分～  

場所：太宰府市役所 ４階  大会議室 

 

   

１  開会  

・委嘱状交付 

・市長挨拶 

 

２  自己紹介【資料１】 

 

 

３  会長・副会長選出【資料２】 

 

 

４  議事  

（ 1）  人権センター等整備の背景・目的について【資料３】 

 

 

 

 （ 2）各施設の現状と課題について【資料３】 

 

 

 

 （ 3）施設再編の方向性について【資料３】【資料４】 

 

 

 

 （ 4）委員会の今後のスケジュール及び協議内容について【資料５】 

 

 

 

５  その他  

 

  



■配布資料一覧 

太宰府市人権センター等整備検討委員会名簿  資料１  

太宰府市人権センター等整備検討委員会規則  資料２  

第１回太宰府市人権センター等整備検討委員会  資料３  

太宰府市公共施設再編検討支援業務委託  概要版  資料４  

太宰 府市人権セ ンター等 整備検討委 員会  今 後のスケジ ュール及 び協議

内容  
 資料５  

太宰府市公共施設等総合管理計画（改訂版）   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 



【資料１】

太宰府市人権センター等整備検討委員会　名簿

【委員】 任期　令和8年9月18日～令和10年9月17日

No.
区　分

（規則第4条）
氏　名 所　属 備　考

1 大貝　知子 (株)大貝環境計画研究所代表取締役

2 安恒　万記 筑紫女学園大学現代社会学部教授

3 尾谷　清 太宰府市自治協議会

4 吉田　恵 太宰府市民生委員児童委員連合協議会

5 由良　尚子 市民公募

6 平木　朋子 市民公募

7 坂田　真由美 元 南保育所所長

8 大塚　源之進 部落解放同盟筑紫地区協議会南支部

9 川谷　豊 太宰府市社会福祉協議会

10 宮本　泰司 福岡こども短期大学こども教育学科教授

【事務局】

No. 氏　名 備　考

1 友添　浩一

2 大山　清敬

3 山田　秀信

4 稲垣　沙弥子

【関係課】

No. 氏　名 備　考

1 立石　泰隆 南児童館担当課

2 竹浦　俊晴 南保育所担当課

市民生活部人権政策課人権・同和政策係　主任主事

職　名

教育部社会教育課長

健康福祉部保育児童課長

(1)識見を有する者

(2)その他市長が適当
と認める者

職　名

市民生活部長

市民生活部人権政策課長

市民生活部人権政策課人権・同和政策係長



太宰府市人権センター等整備検討委員会規則 

 

令和 ８年 ３月２６日    

規  則 第 １２ 号    

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、太宰府市附属機関設置に関する条例（昭和60年条例第17号）

の規定に基づき、太宰府市人権センター等整備検討委員会（以下「委員会」と

いう。）に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において「人権センター等」とは、太宰府市人権センター条例

第２条及び太宰府市立保育所設置条例第２条第１項第２号に掲げる施設をいう。 

（所掌事務） 

第３条 委員会の所掌事務は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 太宰府市人権センター等施設整備の調査研究 

(2) その他必要な事項 

（組織） 

第４条 委員会は、10人以内の委員をもって組織し、次に掲げる者のうちから市

長が委嘱する。 

(1) 識見を有する者 

(2) その他市長が適当と認める者 

（任期） 

第５条 委員の任期は２年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

ただし、再任は妨げない。 

２ 委員は、第３条に規定する事務が終了したときは解任されるものとする。 

（会長及び副会長） 

第６条 委員会に会長及び副会長各１人を置き委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会議を総理し、委員会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

【資料２】 



（会議） 

第７条 委員会の会議は、会長が招集し、会議の議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは議長の決

するところによる。 

４ 会長は、必要があると認めるときは、関係者に委員会への出席を求め、説明

又は意見を聴くことができる。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、市民生活部人権政策課において処理する。 

（委任） 

第９条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

この規則は、令和８年４月１日から施行する。 



第１回
太宰府市人権センター等整備検討委員会

太宰府市 市民生活部 人権政策課

1

【資料３】



１．人権センター等整備の背景・目的

2



太宰府市人権センター等整備検討委員会
 委員会で行うこと
太宰府市人権センター等施設整備の調査研究

 委員会の目的
南隣保館、南児童館、老人いこいの家、南保育所は、いずれも建
設から相当の年数が経過し、更新時期を迎えている。
このことから、太宰府市公共施設等総合管理計画に基づき、個別
施設を長寿命化する視点を持ちつつ、施設再編も考慮した改修、
建替え、複合化などの整備検討に関する事項について、調査、審
議し、市が策定する基本構想に寄与するものとする。

3



太宰府市公共施設等総合管理計画
 公共施設等の老朽化や少子高齢化による社会情勢の変化等の課

題に対応するために、地方公共団体が策定する公共施設等の総
合的かつ計画的管理を推進するための基本的な計画
 平成29年3月策定→令和5年9月改定
 計画期間：令和27（2045）年度までの29年間

この計画の中で、
南隣保館、南児童館、老人いこいの家、南保育所を近接型（Ⅰ）
として施設再編する方向性を示した。

4



太宰府市人権センター等整備検討委員会の位置付け

 公共施設整備に関する３つの委員会

5

公共施設整備検討委員会

五条地区活性化検討委員会

人権センター等整備検討
委員会

公共施設等総合管理計画の実施
計画の策定

公共施設全体の整備スケジュールの
作成

五条地区の活性化に関する検討

五条地区の公共施設整備に関する
検討

人権センター等施設整備に関する
検討

全世代交流型

近接型（Ⅰ）

連携



「太宰府市人権センター等整備検討委員会」の
「人権センター等」が指す施設
 今回の整備検討の対象となるのは、次の４か所

6

南隣保館

南保育所老人いこいの家

南児童館



２．各施設の現状と課題

7



太宰府市人権センター等設置の背景

 歴史的社会的理由により、生活環境等の安定向上を図る必要が
ある地域及びその周辺地域の住民に対して、生活の改善及び向
上を図り、もって社会福祉の増進及び人権・同和問題の速やか
な解決に資することを目的として太宰府市人権センターを設置
（太宰府市人権センター条例第１条）

8



〈施設の概要〉南隣保館
 位置づけ
生活の改善及び向上を図り、社会福祉の増進及び人権・同和問題
の速やかな解決に資することを目的として設置

 所在地 朱雀２丁目３番１号
 設置年月 昭和49年4月（築52年）
 施設構成
事務室、相談室、和室、調理室、会議室、保健室、研修室 など

9



〈施設の概要〉南児童館
 位置づけ
生活の改善及び向上を図り、社会福祉の増進及び人権・同和問題
の速やかな解決に資することを目的として設置

 所在地 朱雀２丁目３番２号
 設置年月 昭和55年5月（築46年）
 施設構成
遊戯室兼集会場、音楽室、工作室、学習室、図書室 など

10



〈施設の概要〉老人いこいの家
 位置づけ
市内の老人に対し教養の向上、レクリエーション等のための場を
提供し、老人の心身の健康増進を図るために設置

 所在地 朱雀２丁目２番５号
 設置年月 平成元年5月（築37年）
 施設構成
作業室、リハビリ室、和室 など

11



〈施設の概要〉南保育所
 位置づけ
保護者の就労等により、保育を受けられない生後50日から就学
前までの児童を保護者からの委託を受けて保育することを目的と
して設置

 所在地 朱雀２丁目３番３号
 設置年月 昭和52年4月（築49年）
 施設構成
保育室、給食室、事務室、家庭支援推進室

12



人権センター等 施設状況比較

施設名称 延床面積 階数 構造 耐震化状況 バリアフリー状況
南隣保館 752.58㎡ ２階 鉄筋コンクリート造 不適格以外

（耐震診断未実施）
エレベーター設置

南児童館 397.84㎡ ２階 鉄筋コンクリート造 不適格以外
（耐震診断未実施）

老人いこいの家 438.41㎡ １階 鉄筋コンクリート造 新耐震基準で設置

南保育所 689.50㎡ ２階 鉄筋コンクリート造
（一部木造あり）

耐震診断を行い耐震基準
に適合判定

13



人権センター等の位置関係

14

南隣保館老人いこいの家

南児童館

南保育所

太宰府市役所

大宰府政庁跡

至 西鉄二日市駅

至 西鉄五条駅



現状と課題
施設名称 運営形態 現状 課題

南隣保館 直営 ・建築後40年以上経過し、老朽化が進行
・「建物の耐震改修促進に関する法律」に基づく
特定既存耐震不適格建築物以外の施設

施設の老朽化

南児童館 直営 ・建築後40年以上経過し、老朽化が進行
・利用者数は増加傾向
・「建物の耐震改修促進に関する法律」に基づく
特定既存耐震不適格建築物以外の施設

施設の老朽化

老人いこいの家 直営 ・建築後37年が経過
・利用者数は横ばい

南保育所 直営 ・建築後40年以上経過し、老朽化が進行
・令和8年4月1日時点で、入所者数90名／定員90
名（入所率100%）
・耐震診断を行い、耐震基準に適合判定

施設の老朽化

15 特定既存耐震不適格建築物：建物の耐震改修の促進に関する法律に規定されている耐震改修の努力義務が課せられている建築物



３．施設再編の方向性
太宰府市公共施設等総合管理計画（改訂版）
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公共施設等の将来のありかた
 施設整備の方法

老朽化に対する対策（質）：大規模改修（長寿命化を含む）、建替え
必要量の確保に対する対策（量）：新築、増築、減築、複合化、統合、用途変更、廃止

 施設の調達・管理方法
従来方式：市が調達・管理（計画・設計・工事・維持管理）する。地域経済の振興、柔
軟な施設運用の観点から有利。
PPP／PFI方式：民間資金を活用して調達・管理する。初期投資の軽減、維持管理の適正
化及び施設の有効活用の観点から有利。

 PPP（Public Private Partnership）行政と民間が連携して公共サービスの提供を行うこと
 PFI（Private Finance Initiative）民間の資金とノウハウを活用し、公共サービスの提供を民間主導で行うこと（PFIはPPPの代表的な手

法のひとつ） 17

計画書 P34



建物系公共施設の目標

 公共施設等における現状と課題、施設の改修・更新にかかる将
来コスト試算の結果を踏まえ、目標を設定

① 施設の長寿命化を図ります。
② 施設を建替えする場合は複合施設を検討します。
③ 個別施設の減量化を検討します。
④ 施設の維持管理及び運営コストの縮減を目指します。

18

計画書 P44



〈目標達成のための方針〉
人権センター関連施設維持管理の基本方針

施設名称 維持管理の基本方針
南隣保館  計画期間中に法定耐用年数を迎えるため、長寿命化するのか、建替えるのか検討

が必要
 駐車場が狭く、南保育所園庭の一部を南児童館と共用しているため、これら施設

との複合化も視野に入れた検討が必要
 行政課題を解決するため、新たな視点で施設整備の検討が必要

南児童館  計画期間中に法定耐用年数を迎えるため、長寿命化するのか、建替えるのか検討
が必要

 駐車場が狭く、南保育所園庭の一部を南隣保館と共用しているため、これら施設
との複合化も視野に入れた検討が必要

 行政課題を解決するため、新たな視点で施設整備の検討が必要
老人いこいの家  計画期間中に法定耐用年数を迎えるため、長寿命化するのか、建替えるのか検討

が必要
南保育所  計画期間中に法定耐用年数を迎えるため、長寿命化するのか、建替えるのか検討

が必要
 園庭の一部を保育所及び人権センター関連施設の駐車場と共用しているため、こ

れらの施設との関連について検討 19

計画書 P57・65



建物系公共施設の再編方針

 既存施設の機能を適切に保持しつつ、施設を計画的に複合化し
ながら新たな需要に応えていきます。
 施設の調達・管理方式については、官民連携（PPP／PFI等）

を積極的に検討します。

20

計画書 P72〜74



建物系公共施設再編の視点

 相乗効果の創出
施設の複合化にあたっては、単に経費削減のために複数の施設をひとつの建物に統合させるのではなく、異なる
機能の施設が同じ空間にあることによる多機能化のメリットを生かすとともに、施設を利用する市民の利便性が
向上するだけではなく、全世代の交流を深める機会を創出するなど様々な相乗効果を図ることが重要

 施設機能相互の親和性、相性の検討
異なる機能を持つ施設間の相乗効果を生み出すために、施設の設置目的、利用者、利用方法など施設機能相互の
親和性、相性の検討が必要

 同分類施設の機能共用・管理の一元化
教育施設や生涯学習施設、保健福祉施設などのどう分類施設の機能共用及び管理の一元化を目的とした施設再編
の検討が必要

 施設の運営方針及び管理方式の共有化
再編後の複合施設では、個々の施設の運営方針や管理方式以外に複合施設全体の運営方針や管理方式、災害時や
緊急時の対応等を定める必要があり、これらを施設間・施設職員間で共有することが重要

21

計画書 P75



施設再編の方向性（モデルプラン）

 公共施設の再編
既存施設の機能を適切に保持しつつ、施設を計画的に
複合化しながら新たな需要に応えていく必要がある。

 施設の複合化
一部重複する施設機能はできるだけ減量化する視点を
持ったうえで、個別施設の老朽度やコミュニティエリ
アとの親和性、相乗効果の創出など、全世代の方々が
様々な人々と交流しながらつながりを持って支え合う、
太宰府らしい地域共生型の居場所づくりの検討が必要。

22

計画書 P85



【資料４】















Ａ案：事務所を中心に南側に保育所、北側に南隣保館、南児童館、老人いこいの

家を配置 

Ｂ案：現南児童館、南隣保館の箇所に建物集約 

  

○保育所の建設完了時期が他の２案に比べて早い。 

▲駐車台数の確保が比較的しにくい。 

○駐車台数の確保がしやすい。 

▲全施設の建設完了まで時間がかかり保育所の移転が遅くなる。 

▲集約後の施設規模によっては、4 階建てになるなど高層化の検討も必要である。 

【P.6 図拡大】各案についてメリット・デメリットを整理（全施設建替えのみ掲載） 
【資料４】 



Ｃ案：現グラウンド内に建物集約 Ｄ案：諸条件を緩和して民間活力を最大限に導入する場合 

  

○工事期間中も既存施設を使用できるため仮移転の必要がない。 

▲工事期間中の施設駐車場、園庭の確保が困難である。 

▲集約後の施設規模によっては、４階建てになるなど高層化の検討も必要であ

る。 

○民間導入量と公共機能維持のバランスが取りやすく、導入する住宅やサ高住、

商業機能の収益化を活かしやすい。 

▲隣保館及び児童館と住宅や商業等の民間機能が共存するルールを丁寧に設計

する必要がある。 

※北側の消防倉庫敷地内での移転等について協議が必要 



太宰府市人権センター等整備検討委員会 今後のスケジュール及び協議内容 

 

 

委員会スケジュール（予定） 

年度 令和 8年度 令和 9年度 

月 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

委員会(開催回) ①  ②  ③  ④      ⑤     ⑥ 

※委員会開催回数は増える可能性があります 

 

委員会での協議内容（予定） 

開催回 協 議 内 容 （予 定） 

第 1回 

委員委嘱、会長副会長の選出 

◆現状共有と課題整理・全体像の確認 

・人権センター等整備の背景・目的について 

・各施設の現状と課題について 

・施設再編の方向性 

・委員会の今後の協議内容について 

第 2回～ 

第 2回より、コンサル導入予定 

 

◆必要機能・施設構成の整理、整備（配置）案の提示 

・各施設の機能の棚卸し、統合・再配置について整理 

・複合化による相乗効果の検討（世代間交流など） 

・利用導線やゾーニングの考え方 

・複数の整備シナリオの素案提示（メリット、デメリット共有） 

 

◆整備手法、整備（配置）案の比較検討 

・整備手法の選択肢の提示、比較検討 

・仮設・移転計画の考え方（特に保育所） 

 

◆管理運営方法の検討 

・管理運営主体（直営／指定管理など） 

・各機能の運営方針（開館時間、利用ルール） 

・維持管理コストの考え方 

 

◆最終整理・整備方針のとりまとめ 

・整備方針、手法の最終確認 

・必要機能の最終確認 

・管理運営方法の最終確認 

 

◆基本構想策定 

 

【資料５】 


